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６ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査「競争参加者の資格に関する公示」（平成
28年10月３日付け国土交通省大臣官房地方課
長、国土交通省大臣官房官庁営繕部管理課長。
以下「平成28年10月３日付け公示」という。）５
（建設工事）のからまでに該当する者を構
成員に含む特定建設工事共同企業体及び次に掲
げる条件を満たさない特定建設工事共同企業体
については、特定建設工事共同企業体としての
資格がないと認定する。それ以外の特定建設工
事共同企業体については、平成28年10月３日付
け公示６の（建設工事）に掲げる客観的事項
（共通事項）の項目及びに掲げる主観的事項
（特別事項）の項目について総合点数を付与し
て特定建設工事共同企業体としての資格がある
と認定する。
 特定建設工事共同企業体の構成 特定建設
工事共同企業体の構成は、次の条件を満たす
者２社の組合せとする。
 関東地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における鋼橋上部工事に係る一般競争参加
資格の認定を受けていること（会社更生法
（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者、又は民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立てがなされている者
については、手続開始の決定後、関東地方
整備局長（以下「局長」という。）が別に定
める手続に基づく一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）。
 会社更生法に基づき、更生手続開始の申
立てがなされている者、又は民事再生法に
基づき再生手続開始の申立がなされている
者（の再認定を受けた者を除く。）でない
こと。
 当該競争参加資格に係る申請の期限の日
から認定を行う日までの期間に局長から工
事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚発第91号）
に基づく指名停止を受けていないこと。
 上記１に示した工事に係る設計業務等の
受託者又は当該受託者と資本若しくは人事
面において関連がある建設業者でないこ
と。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営
を支配する建設業者又はこれに準ずるもの
として、国土交通省発注工事等からの排除
要請があり、当該状態が継続している者で
ないこと。

 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、平成30年２月21日におい
て次の要件を満たすものとする。
 平成14年４月１日以降に、元請けとして
完成・引渡しが完了した下記の要件を満た
す同種工事の施工実績を有すること。（共同
企業体の構成員としての実績は、出資比率
20％以上の場合のものに限る。（ただし、異
工種建設工事共同企業体については適用し
ない。））
 最大支間長35ｍ以上の道路橋または歩
道橋の鋼橋上部工事であること。
 供用中の道路（高速道路、高速道路以
外の自動車専用道路、国道又は都道府県
道）を規制（車線減少、切り回し、片側
交互通行又は通行止め）して鋼橋の架設
を行った工事であること。ただし、歩道
部のみを規制した場合は除く。
ただし、上記、は「同一工事である
こと」。ただし、申請できる同種工事の施
工実績は１件のみとする。
なお、特定建設工事共同企業体にあって
は、代表者が上記、の施工実績を有し、
他の構成員は上記の施工実績を有するこ
と。
なお、当該実績が国土交通省が発注した
工事のうち入札説明書に示すものに係る実
績である場合にあっては、評定点合計が入
札説明書に示す点数未満であるものを除
く。また、異工種建設工事共同企業体とし
ての実績は、協定書による分担工事の実績
のみ同種工事の実績として認める。
 建設業法（昭和24年法律第100号）の鋼
構造物工事業につき、許可を有しての営業
年数が５年以上あること。ただし、相当の
施工実績を有し、確実かつ円滑な共同施工
が確保できると認められる場合において
は、許可を有しての営業年数が５年未満で
あってもこれを同等として取扱うことがで
きるものとする。
 建設業法の鋼構造物工事業に係る監理技
術者又は国家資格を有する主任技術者を当
該工事に専任で配置できること。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、30％以上の出資比率であ
るものとする。

 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」）昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。

７ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
６の認定（６の再認定を含む。以下同
じ。）を受けていない者を構成員に含む特定建設
工事共同企業体も４及び５により申請をするこ
とができる。この場合において、特定建設工事
共同企業体としての資格が認定されるために
は、６の認定を受けていない構成員が６
の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、当該工事に係る開
札の時までに特定建設工事共同企業体としての
資格の審査が終了せず、競争に参加できないこ
とがある。また、この場合において、６の
認定を受けていない構成員が当該工事に係る開
札の時までに６の認定を受けていないとき
又は６の一般競争参加資格がないとの認定
（６の局長が別に定める手続における一般
競争参加資格がないとの認定を含む。）を受けた
ときは、特定建設工事共同企業体としての資格
がないと認定する。
８ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
９ 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から当該工事の完成する日までとする。た
だし、当該工事に係る契約の相手方以外の者に
あっては、当該工事に係る契約が締結される日
までとする。
10 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「国道
246号渋谷駅西口歩道橋架替工事 ・
特定建設工事共同企業体」とする。

 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、当該工事
の「入札公告（建設工事）」に示すところによ
り競争参加資格の確認を受けていなければな
らない。

資料提供招請に関する公表
次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 30 年１月 26 日
独立行政法人国立病院機構
大阪医療センター院長 是恒 之宏

◎調達機関番号 597 ◎所在地番号 27
〇第 08802 号（№08802）
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 導入計画物品及び数量 病院情報システム
一式

 調達方法 購入
 導入予定時期 平成31年12月
 調達に必要とされる基本的な要求要件
 本システムは、独立行政法人国立病院機
構大阪医療センターにおける診療業務及び
経営管理業務を総合的に支援するためのも
ので、電子カルテ・オーダリングシステム
（カルテ入力、カルテ参照、検査結果参照、
診療予約、検査予約、手術予約、処方指示、
注射指示、服薬指導指示、処置指示、手術
指示、検査指示、放射線指示、リハビリ指
示、食事指示、栄養指導指示、入退院指示、
病棟移動指示、看護指示、ＤＰＣ指示、ク
リティカルパス、病名指示等）、部門シス
テム（医事会計、ＤＰＣ請求、自動再来受
付、診療費管理、債権管理、調剤支援（処
方監査、調剤機器接続、薬剤情報、注射調
剤等）、薬剤管理指導、血液製剤管理、検
体検査支援（生化学・血液・血清・一般・
外注等検査、採血管準備、採血受付、細菌・
病理検査接続等）、内視鏡検査支援（内視
鏡画像、レポート管理等）、会計関連（財
務会計、管理会計等）、看護支援（看護計
画、看護記録、看護メモ等）、リハビリ、
栄養管理）の業務全般にわたり統合的に管
理、参照、運営が行えるマルチベンダー指
向のシステムであること。
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